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３ 屋外広告物を表示・設置する者の義務及び違反に対する措置等 

ＣＯＮＴＥＮＴＳ ①②③④⑤⑥⑦⑧ 

 

３章 
義務及び違反に対する措置 １ 広告物の管理責任について（条例第１３条、第２０条） 

 

屋外広告物は､表示・設置後相当の期間を経過すると､老朽化による塗料の退色、剥離等、美観上

の問題が生ずるとともに、材料の腐食､ボルトの緩み等による倒壊、落下等、安全上の問題が生じ

るおそれがあります。 

このような事態を予防するため、屋外広告物を表示・設置する者又はその管理者は、必要な管理

を行わなければなりません。（条例第１３条） 

また、建築確認を要する物件等一定規模以上のものについては、以下の事項が義務付けられてい

ます。 

(1) 管理者の設置（条例第２０条） 

許可に係る広告物のうち､以下の広告物等には、資格を有する管理者を設置しなければなりま

せん。 

ア 対象広告物（条例施行規則第７条第１項） 

(ｱ) 広告塔及び広告板の自体の高さが４ｍをこえるもの 

(ｲ) 広告塔及び広告板で表示面積が１０㎡をこえるもの 

(ｳ) アーチ看板 

なお、建物の壁面やガラス面に、直塗りしたもの及びシール類を張ったものは除かれます。 

また、建築物の壁面に文字又は記号を貼り付けたもの（いわゆる箱文字）については、１文

字（記号）あたりの高さ又は表示面積が基準を超えるものが対象となります。 

イ 管理者の資格（条例施行規則第７条第２項） 

(ｱ) 建築士法に規定する建築士（一級・二級・木造） 

(ｲ) 電気工事士法に規定する電気工事士（第一種・第二種） 

(ｳ) 電気事業法に規定する主任技術者の免状の交付を受けている者（第一種～第三種） 

(ｴ) 屋外広告物法第１０条第２項第３号イに規定する試験に合格した者（以下「屋外広告士」

という。） 

(2) 点検報告書の提出（条例施行規則第２条第６号） 

上記の対象広告物で設置後５年を経過したものについては、６年目の継続許可申請から、上記

の資格を有する管理者の記載による安全点検報告書の提出が必要です。 

ただし、点検報告書は、１度提出していただくと、次の２年間は提出を免除されます。 

 

３章 
義務及び違反に対する措置 ２ 措置命令・除却命令（条例第１５条第１項・第１７条第１項） 

 

許可が必要なのに許可を受けていなかったり、禁止地域や禁止物件に表示したり、許可期間を過

ぎても除却しなかったり、劣化に対して良好な維持管理をしていない物件等について、市長は除却

その他の必要な措置を命じることができます。 

「必要な措置」とは、除却以外に、改修、移転、修繕、許可の取消し、口頭による指導指示等が

考えられます。 



３章２ 措置命令・除却命令 ３ 略式の代執行手続き ４ 簡易除却制度 
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まず、改修、移転、修繕等の措置命令が出され、それが履行されない場合に除却命令が出されま

す。除却命令も履行されない場合には、行政代執行の手続きがとられることとなります。 

 

３章 
義務及び違反に対する措置 ３ 略式の代執行手続（条例第１５条第２項・第１７条第２項） 

 

措置命令や除却命令を出す場合で、命令を出す相手方が調べてもわからないときは、市長は、そ

の除却を担当職員や委託業者に行わせることができます。 

ただし、広告板・広告塔等の広告物を掲出する物件を除却する場合には、ある程度以上の財産的

価値があることから、事前に以下の事項を公告しなければならないとされています。 

① ５日以上の期限を定め、その期限までに所有者等が自ら除却しなければならないこと。 

② その期限までに除却しないときは、市長の命じた者又は委任した者が除却すること。 

 

３章 
義務及び違反に対する措置 ４ 簡易除却制度（法第７条第４項） 

 

市長又は、市長が委任した者は、違法に表示・掲出された広告物が、はり紙、はり札、立看板、

のぼり旗であって、一定の要件を満たすときは、表示した者がわかっている場合でも簡易な除却措

置を行なうことができます。 

 

(1) 除却できる違反広告物 

① は り 紙 

② はり札類 

③ 立看板類 

④ 広 告 旗 （いわゆる、のぼり旗。これを支える台を含む） 

(2) 簡易除却の要件 

はり紙については①に該当する場合、はり札類・立看板類・広告旗については、①及び②の要

件を満たしている場合に簡易除却を行います。 

① 第３条から第５条までの規定に明らかに違反していると認められること 

許可（条例第３条）無く、禁止地域等（条例第４条）や禁止物件（条例第５条）に(1)の

広告物を表示した場合 

   ② 管理されずに放置されていることが明らかなものであること 

本市においては､「自己の店先の前等以外の場所で、原則として常習的に設置される商業

広告」と解釈しています。 

(3) 広島市路上違反広告物除却推進員制度 

市は、路上違反広告物の除却に自主的な協力を申し出た法人、町内会等の２名以上で構成され

た団体を「路上違反広告物除却推進団体」として認定し、本市が開催する講習会を受講された方

を「路上違反広告物除却推進員」（以下「推進員」という。）として任命します。これにより、推

進員は上述の簡易除却を行うことができます。 

また、市は推進員に、身分証明書、腕章、除却活動に要する道具、保険等の支援を行います。 

詳しくは、別冊「広島市路上違反広告物除却推進員の手引き」に掲載しています。 
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３章 
義務及び違反に対する措置 ５ 除却した広告物の保管と処分（法第８条・条例第１７条の２～６） 

 

 (1) 保管と公示 

略式の代執行を行った物件と簡易除却した物件は、保管した上で所定の事項を公示し、所有者か

らの申し出があれば、返還します。（はり紙を除く） 

  公示期間は２週間、本庁舎や区役所の掲示板で行います。 

  公示事項は、除却した物件の種類及び数量、設置場所、除却年月日、保管を始めた年月日、保管

場所等です。 

  保管期間は、下記のとおりです。 

  ① 簡易除却物件   １４日 

② 略式の代執行を行なった物件のうち、特に貴重な広告物   ３か月 

  ③ ①・②以外の広告物   １か月 

  返還手続きは、除却物件を保管する区の維持管理課で行います。 

(2) 保管物件の処分方法 

保管期間を経過した物件は、価額を判断した上で、売却若しくは廃棄処分を行います。 

 

３章 
義務及び違反に対する措置 ６ 違反常習の悪質な広告主に対する氏名公表制度（条例第22条第2項） 

 

広告物の表示等について実質的に権限を有する広告主の責任を明確にし、違反常習の悪質な広告

主に対しては、告発に至らない場合でも責任を追及できるように、市長は、広告主の氏名を公表す

ることができます。ただし、公表の前には弁明の機会を設けます。 

 

３章 
義務及び違反に対する措置 ７ 罰則（条例第 29条～32条） 

 

下記の条例違反に対しては、罰金を科すことを内容とする罰則を設けています。 

 

(1) 次に掲げる事項に違反した者は、３０万円以下の罰金を科せられます。 

（条例第３０条） 

① 市長の許可を受けずに広告物を表示し、又は広告物を掲出する物件を設置した者（第３条） 

② 禁止地域等及び禁止物件（条例第４条及び５条）に違反広告物を掲出した者 

③ 変更の許可（条例第１０条第１項）を受けずに広告物を変更、改造した者 

④ 除却しなければならない（条例第１４条第１項）広告物を除却しなかった者 

⑤ 措置命令（条例第１５条第１項）に違反した者 

(2) 次に掲げる事項に違反した者は５０万円以下の罰金を科せられます。（条例第２９条） 

上記(1)の①、②、④及び⑤について除却を命じたとき（条例第１７条第１項）、その命令に従

わなかった者 

(3) 次に掲げる事項に違反した者は２０万円以下の罰金を科せられます。（条例第３１条）  

① 広告物に関し報告を求めたとき、（条例第１８条第１項）報告をしなかった者 

② 上記につき、虚偽の報告をした者 

③ 広告物の検査（条例第１８条第１項）を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

(4) 両罰規定（条例第３２条） 

上記に掲げる違反行為をした者が、法人等（個人を含む）の従業員（代表者を含む）であり、

その法人等の業務として、その法人又は人の業務に関して前３条の違反行為をした場合において

は、違反をした本人を罰するほか、その法人又は人に対しても、罰則を適用します。 



４章１ 屋外広告業の定義 ２ 屋外広告業登録制度の概要 
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４ 屋外広告業 

ＣＯＮＴＥＮＴＳ ①②③④⑤⑥⑦⑧ 

 

４章 
屋外広告業 １ 屋外広告業の定義（法第２条第２項） 

 

「屋外広告業」とは、屋外広告物の表示又は掲出物件の設置の工事を請け負う営業をいい、元請け、

下請けといった立場の如何は問いません。 

一方、屋外広告物に関する営業であっても、表示・設置の工事を請け負わない営業（例えば、屋外

広告物の印刷、製作のみを行う営業）は屋外広告業には該当しません。 

 

４章 
屋外広告業 ２ 屋外広告業登録制度の概要 

 

屋外広告業の登録については、屋外広告物法の規定（第４章 屋外広告業）に基づき広島市屋外広

告物条例に規定されていますが、規定の概要は次のとおりです。 

(1) 登録 

ア 本市の区域内において屋外広告業を営もうとする者は、市長の登録を受けなければならない。

また、登録は５年ごとの更新とする。 

イ 市長は、登録の申請者が登録を取り消されその処分のあった日から２年を経過しない者、業

務主任者を選任していない者等に該当する場合は、登録を拒否する。 

(2) 屋外広告業者の遵守事項 

ア 登録申請書に記載した事項に変更があったときは、市長に届け出なければならない。 

イ 屋外広告業を廃業したときは、市長に届け出なければならない。 

ウ 営業所ごとに、所定の資格※を有する業務主任者を選任し、その営業所における業務の適正

な実施を確保させなければならない。 

※ 業務主任者の資格（次のいずれかに該当する者） 

① 屋外広告士 

② 広島市屋外広告物講習会の修了者 

③ 広島市以外の自治体が平成１８年６月３０日以前に開催した屋外広告物講習会の修了者 

④ 職業能力開発促進法(昭和４４年法律第６４号)に基づく職業訓練指導員免許所持者、職業訓練修了者

又は技能検定合格者であって広告美術仕上げに係るもの 

⑤ 広島市長が広島市屋外広告物講習会の課程を修了した者と同等以上の知識を有するものと認定した

者 

ａ 認定要件（次のいずれかに該当する者） 

ⅰ 業務主任者として屋外広告物に関する法令に違反することなく５年以上の業務経験を有す

る者 

ⅱ 広島市以外の自治体が平成１８年７月１日以後に開催した屋外広告物講習会の修了者 

ｂ 認定申請手続き 

別冊「屋外広告業登録説明資料」に掲載しています。 

 

 



４章２ 屋外広告業の定義 ３ 屋外広告業の登録方法 
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エ 営業所ごとに、所定の事項を記載した標識を掲げなければならない。 

オ 営業所ごとに、帳簿を備え、所定の事項を記載し、これを保存しなければならない。 

(3) 登録の取消し等 

ア 市長は、屋外広告業者が不正の手段により登録を受けたとき、登録拒否の理由に該当するこ

ととなったとき、登録変更の届出をせず、若しくは虚偽の届出をしたとき、屋外広告物法に基

づく条例若しくはこれに基づく処分に違反したとき、又はこの条例に違反した屋外広告物に関

する営業を行ったときは、その登録を取り消し、又は営業の停止を命ずることができる。 

イ 市長は、屋外広告業者に対し、特に必要があると認めるときは、報告を求め、又は立入検査

を行うことができる。 

(4) 手数料 

屋外広告業登録申請手数料として、登録（更新の登録を含む。）の申請の際、１万円の手数料

を徴収する。 

(5) 罰則 

ア 次のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

(ｱ) 登録を受けないで屋外広告業を営んだ者 

(ｲ) 不正の手段により登録を受けた者 

(ｳ) 営業の停止の命令に違反した者 

イ 次のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

(ｱ) 登録変更の届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(ｲ) 営業所の業務主任者を選任しなかった者 

ウ 次のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

(ｱ) 市長が求める報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(ｲ) 市長の検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽

の答弁をした者 

エ 次のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。 

(ｱ) 廃業等の届出を怠った者 

(ｲ) 登録標識を掲げない者 

(ｳ) 営業に関する所定の帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は帳簿

を保存しなかった者 

 

４章 
屋外広告業 ３ 屋外広告業の登録方法 

 

別冊「屋外広告業登録説明資料」に掲載しています。 


